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ＩＲ・ＳＲ室長の井上です。

「三菱重工の事業とその戦略について」と題して、当社の事業概要、戦略などについて説明します。
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まず、「会社概要」について、説明します。
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当社の本社所在地は、千代田区丸の内3-2-3です。

2013年4月より、宮永俊一が当社社長を務めておりましたが、2019年4月より、宮永俊一は会長に、
常務執行役員CSOの泉澤清次が社長に、それぞれ就任します。

発行済株式数は、約3.4億株、単元株式数は、100株です。

株主数は約26万人、グループ会社数は232社、社員数は連結で約8万人です。



当社は、岩崎弥太郎が工部省長崎造船局を借り受け、造船事業に本格的に乗り出した1884年7月
7日を創立日としています。

造船事業から始まり、社会の求めに応じて様々な分野の技術を導入・開発した結果、火力発電所、
製鉄機械、ロケットからエアコンなど、現在では数多くの製品を手掛けております。

近年では、日立製作所と火力発電システム事業の合弁会社「三菱日立パワーシステムズ」、
ドイツのSiemens と製鉄機械の合弁会社「Primetals Technologies」などを設立し、事業規模の拡大
と収益力の向上に取り組んでいます。
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1934年に三菱合資会社によって制定された三綱領を基に、企業理念として1970年に社是を制定し
ています。

この社是に謳った精神に従い、当社は、地球と人類の持続可能性と永続的な社会の安定に貢献す
る事業に取り組んでいます。
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迅速な意思決定と健全な監督機能の強化を図るため、社内取締役の人数を減らし、社外取締役の
人数を増やしてきました。現在の取締役人数は11名、その内、社外取締役は5名です。
その結果、現在の社外取締役比率は45％となっており、2013年度の18％からは大きく上昇していま
す。
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当社グループが携わった関東地区にある主な施設・製品は、東京湾アクアライン、川崎火力発電所、
ゆりかもめ、さいたまスーパーアリーナ、白河データセンターなどがあります。社会インフラを中心に、
様々な製品を提供しています。



続いて、「業績推移」について説明します。
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青い線は受注高、赤い線は売上高、緑色の棒グラフは営業利益、茶色の棒グラフは純利益を表し
ています。

2010年度から2012年度までの受注高、売上高は約3兆円レベルでしたが、2012年度から始まった
2012事業計画以降、自前主義からの脱却を図り、事業規模拡大に取り組んだ結果、受注高、売上
高、営業利益、純利益が大きく伸びました。日立製作所との火力発電システム事業統合が受注高、
売上高の増加に大きく貢献しています。
2014年度には、受注高約4.7兆円、売上高約4兆円、営業利益約3,000億円まで成長することができ
ました。
2013年度、2014年度に純利益が1,000億円を超えました。これは、2012事業計画の諸施策から得ら
れた成果に加え、事業組織再編による4ドメイン制への移行や、事業ポートフォリオの見直しによっ
て選択と集中が進んだ結果です。
2015年度以降は、客船建造に係る損失やMRJの研究開発費の増加など一時的な費用が増えたこ
となどにより、純利益が減少傾向にあります。



当社は、キャッシュフローを重視した経営をしており、フリーキャッシュフローの改善に努めています。
客船建造に係る損失やMRJの研究開発費増加などの一時的な費用発生（特殊要因）の影響を除い
たフリーキャッシュフローを緑色の線で示しています。2012事業計画の3年間では累計7,196億円で
したが、2015事業計画の3年間では累計8,158億円となり、約1,000億円改善することができました。
また、単年度で見ると、2017年度は、バランスシートの改善が一段と進んだことにより、2015事業計
画で目標としていたフリーキャッシュフロー2,000億円を達成しています。
なお、2015事業計画期間中に獲得したフリーキャッシュフロー約8,200億円は、新規事業やリスク対
応、有利子負債の削減、株主還元に配分してきました。
2009年度に約1.4兆円あった有利子負債については、2017年度に約8,000億円まで削減することが
できました。その結果、財務基盤の強化が進み、未来に備えた投資ができる状態に変わってきてい
ると考えています。
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当社は2012事業計画から本格的に構造改革を進めてきました。
併存していた体制を、事業本部制へと一本化し、さらには9つあった事業本部を4つのドメインへと再
編しました。
こうした組織体制の変更により、成長性・収益性の高い分野にタイムリーに人やモノ、お金などの経
営資源を効果的に投入できるようになり、事業の成長、拡大を実現することができました。

また、各事業の置かれた状況を評価する戦略的事業評価制度を導入し、その評価に応じて事業
ポートフォリオを見直すことで、事業の選択と集中を加速してきました。そうすることで、不採算事業
による影響を縮小してきた結果、収益性を向上させることができました。
こうして、2010年度から取り組んできた組織・体制および制度の改革は2017年度に完了しています。

また、企業統治についても、2012事業計画から改革を始め、チーフオフィサー制の導入、社外取締
役比率の向上、監査等委員会設置会社への移行などを実施しており、こちらも2017年度に概ね完
了しています。
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続いて、昨年5月に公表しました2018年度から2020年度の3年間の中期経営計画である2018事業
計画について説明します。
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2018事業計画の基本方針は、①グローバル水準の持続性と成長力を有する企業体格の実現、②
事業構造改革の定着、③長期ビジョンに基づく成長戦略の推進です。

1つ目の「グローバル水準の持続性と成長力を有する企業体格の実現」では、2015事業計画期間中、
4兆円規模にとどまった事業規模と、収益性の改善を目指します。同時に、事業規模、総資産、時価
総額の比率を1：1：1にするTriple One Proportionコンセプトの実現を目指します。このTriple One 
Proportionという概念ついては、次のページで詳しく説明します。

2つ目の「事業構造改革の定着」では、これまで進めてきたドメイン制の導入など、様々な事業構造
改革やリスクマネジメントの強化を、2018事業計画期間により一層確かなものとするため、グローバ
ル経営の強化を図るとともに、企業文化の醸成と人材の育成に取り組みます。

3つ目の「長期ビジョンに基づく成長戦略の推進」では、事業成長と財務健全性を両立するバランス
経営を実現し、持続的な成長力を持つグローバルカンパニーへと成長することを目指します。
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ESGやSDGｓといった社会的共通価値の実現に貢献するためには、調和のとれた企業経営を行う
必要があります。ついては、顧客に提供する価値の大きさを意味する「売上」、投資家に提供する価
値の大きさを意味する「時価総額」、それらの価値を生み出す基盤となる自社の大きさを意味する
「総資産」、それらの比率を1：1：1とする「Triple One Proportion」というコンセプトの実現を目指しま
す。
この実現に向けて、まずは現在5兆円を超えている総資産の効率性を改善することで、財務健全性
の向上を進め、既存事業の効率性・収益性が上がることで、成長をもたらすことができると考えてい
ます。
財務健全性を維持しながら、同時に各種の投資も行います。当面はMRJ開発と即効性のある事業
規模拡大を目指した成長投資に集中し、売上高5兆円を目指します。
これらの施策によって、各事業の成長力・収益力が向上することによって、配当などの株主還元に
ついても、より良くなるものと考えております。

14



2018事業計画のもう1つのコンセプトは、当社の将来像を描きだす「MHI FUTURE STREAM」です。
これまでも当社は、事業を通じて、低炭素・省エネ・安全といった社会の要請に応えてきましたが、
めまぐるしい社会の変化や技術革新によって、求められる課題は日々変化しています。
この激しい変化の中で、当社グループは、現在そして近未来の社会が直面する複雑で困難な課題
を解決していきます。また、さらには、その先にある未来に向けて、社会の発展に合わせて絶え間
ない変革と貢献を継続することで、常に人類・社会に求められる存在であり続けることを追求してい
きます。
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2018事業計画における経営数値計画は、記載のとおりです。

これまで提供してきた日本会計基準に代わり、2018年度からIFRS（国際会計基準）を適用していま
す。このため、2018年度分は、両方の基準での経営計画値を記載しています。

2018事業計画の最終年度である2020年度は受注、売上ともに5兆円を計画しています。中でも売上
については、既に受注した工事が進捗することによって、4.6兆円まで見通しが立っています。さらに
は、資金を重点配分した成長事業の伸長、M&A効果などにより、売上規模5兆円を目指します。

一方、 2020年度の事業利益は3,400億円を目標としています。 2018年度にピークを迎えたMRJの
研究開発費が減少に転じることによる効果も、2020年度目標値には織り込んでいます。
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それでは、ここから当社の主要事業について、説明します。
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当社の事業は、大きく3つのドメイン（事業領域）に分かれています。

2017年度の売上のうち、火力・原子力・再生可能エネルギーなどの発電設備を中心とする
パワードメインが36％、フォークリフト・製鉄機械・化学プラント・商船などを中心とするインダスト
リー＆社会基盤ドメインが46％、民間航空機・防衛装備品・宇宙ロケットなどを中心とする航空・防
衛・宇宙ドメインが18％を占めます。

営業利益は、パワードメインが最も多く、インダストリー＆社会基盤ドメインが続きます。
MRJの研究開発費用が嵩んでいる航空・防衛・宇宙ドメインは、マイナスになっています。
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それではまず、パワードメインについて、説明します。
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2017年度のパワードメインの売上高のうち、日立製作所との合弁会社である三菱日立パワーシス
テムズが手掛ける火力発電システム事業が、約75％を占めています。

その他、原子力、航空エンジン、コンプレッサなどの製品があります。

また、再生可能エネルギー関連では、地熱発電システムや、デンマークのVestas社との合弁会社で
あるMHI Vestas Offshore Wind A/Sが洋上風力発電システム事業を手掛けています。

火力、風力や地熱などの各種再生可能エネルギー、原子力などの各種発電設備に最新技術を適
用することによって、持続可能な社会の実現に、これからも貢献していきます。
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2018事業計画の経営数値目標はご覧のとおりです。

2018事業計画の最終年度となる2020年度は、売上高19,000億円を目指します。
また、売上増に伴う利益の増加および固定費削減効果などによって、事業利益1,900億円、
事業利益率10％を目指します。
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MHI FUTURE STREAMにおいて、パワードメインが描く将来像の中には、 CO2を排出しない水素燃
焼タービンや燃料電池を組み合わせた複合型ガスタービンなどが含まれています。

これからも、人口増に伴う電力需要の拡大や地球温暖化など、近未来の社会が直面する複雑・困
難な課題を解決することで、安定的な電力供給および持続可能な社会の実現に貢献していきたい
と考えています。
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低炭素社会、脱炭素社会を実現するためには、再生可能エネルギーの普及は必須ですが、その導
入には課題もあります。

一つ目の課題は「時間偏重」です。
上段左側は火力発電、水力発電、原子力発電など、安定電源だけで電力を供給する場合のグラフ
です。横軸が時間、縦軸がワット数です。
電気使用量は昼間に大きくなり、夜間は少なくなるので、変動する電力需要に対し、電力の調整が
容易な安定電源の出力を変動させることによって、対応できることを示しています。

これに対し、右側のグラフの青色の部分は、風力発電や太陽光発電などの再生可能エネルギーの
供給量を示しています。夜は太陽光発電ができず、風力発電も気象環境によって発電量が変動し
ます。
再生可能エネルギーから生み出された電力は刻一刻と変化するため、必要な電力需要を満たすた
めには、短時間での起動・停止が可能な天然ガス火力発電が有効な問題解決手段になるのです。
この天然ガスを燃料とする大型ガスタービン発電設備を製造できるのは、世界でもGE、Siemens、
三菱重工の3社だけであり、その設備は世界中の火力発電所で活躍しています。

下段の地図に示しているとおり、再生可能エネルギーによる発電に適している地域と電力消費地は
離れているケースが多いため、消費地の近くに安定電源が必要となります。

こうした状況からお分かりいただけるように、再生可能エネルギーを補う存在として、大型ガスター
ビンなどの安定電源は、人々の安心・安全な暮らしのために必要な存在だと考えています。

23



当社が強みをもっている高効率大容量ガスタービンを紹介します。

性能の高さを示す燃焼温度は1,650℃、発電効率は64%超を達成しており、世界トップレベルの性能
を誇っています。この性能をさらに高めていくことで、環境負荷を低減するとともに、電力の安定供
給に貢献することができます。

また現在、天然ガスの代わりに水素を燃料とするガスタービンの開発に取り組んでいます。すでに
天然ガス70％＋水素30％の燃料を使った水素混焼焚きガスタービンの運転に成功しています。将
来、100％水素燃料による水素専焼ガスタービンを開発することにより、CO2を排出しない安定電源
を社会に供給していきます。
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洋上風車は、当社とデンマークのVestas社との合弁会社、MHI Vestas Offshore Windが手掛けてお
り、世界シェア2位です。

グラフのとおり、洋上風車市場は拡大しており、これに対応すべく、量産体制を強化しています。

2018年度は、世界最大出力9.5MW級の洋上風力発電設備（V164-9.5MW）を英国で90基、ベルギー
で23基受注しました。この他にも、スコットランド東岸沖合のモレイ・イースト発電所向けに100基受
注するなど、過去最大規模の案件を獲得しています。

今後は、北米やアジアなど、ヨーロッパ以外の市場にも展開していきます。
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このページは、三菱重工が描く2030年代のエネルギーインフラの理想像を示しています。

地球環境の維持に貢献する技術として、水素、メタンなどを燃料とするガスタービンや、改良型原子
力、大容量高効率コンバインドサイクル発電などがあげられます。

再生可能エネルギーを活用しながら、最新技術をガス火力や原子力などの安定電源に投入してい
くことによって、全体最適を実現するための製品やサービスを提供ができることが、我々の強みです。

パワードメインの説明は以上です。



次に、インダストリー＆社会基盤ドメインについて、説明します。
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2017年度のインダストリー＆社会基盤ドメインの売上高のうち、三菱重工フォークリフト＆エンジン・
ターボホールディングス傘下のグループ会社が手掛ける物流機器と、エンジン、ターボチャージャ事
業が約40％を占めています。

物流機器では、e-コマースの浸透によって、世界的に物流の動きが大きく変化する中、フォークリフ
トのグローバル市場が拡大しているほか、無人化・自動化などの物流ソリューション市場も急速に
広がってきています。

この他、冷熱、カーエアコン、機械システム、工作機械、製鉄機械、環境設備、交通システム、化学
プラント、商船で本ドメインは構成されています。

社会の様々な場面を支えるこれらの事業を通じて、「快適な暮らし」と「豊かな社会」に貢献していき
ます。
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2018事業計画の経営数値目標はご覧のとおりです。

2018事業計画の最終年度となる2020年度は、売上高20,0000億円を目指します。また、売上増に伴
う利益の増加および固定費削減効果などによって、事業利益1,600億円、事業利益率8％を目指し
ます。
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MHI FUTURE STREAMにおいて、インダストリー＆社会基盤ドメインの将来市場として未来型モビリ
ティーとロジスティクスを描いています。私たちは近未来の社会が直面する複雑・困難な課題を解決
するために、社会インフラの革新を通じて、よりよい暮らしと持続可能な社会の実現に貢献していき
たいと考えています。
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｢MHI FUTURE STREAM」実現に向けて、インダストリー＆社会基盤ドメインは防衛・宇宙セグメントと
協力し、i3 works（アイキューブド ワークス）と名付けた社内タスクチームを立ち上げました。

このチームを中心に、防衛・宇宙分野で培われたセキュリティ技術や無人化技術などの、当ドメイン
製品への応用を議論・検討し、新しい製品・サービスの創出と他社との差別化を進めていきます。
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未来型物流とロジスティクスに向けた関連事業の成長戦略を紹介します。

eコマースの浸透によって、世界的に物流の動きが大きく変化する中、物流機器ではレーザー誘導
式の無人フォークリフトやIoTを用いた車両管理システムの活用を提案することによって、「自動化、
無人化、省人化」で、「安全・安心」と「効率化」へのニーズに応えていきます。

紙工機械では、商品の発送を支える段ボールを作る製函機において、市場が拡大している新興国
のニーズに応える新機種の早期投入とグローバルサービス対応力の強化を進めています。
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モビリティーでは、ターボチャージャで、エンジンのダウンサイジングによる燃費の改善とCO2排出
削減に貢献しているほか、カーエアコンではEV（電気自動車）向けの電動コンプレッサーを提供し、
拡大するEV車市場に対応していきます。高度道路交通システム（ITS)や交通システムを通じて、交
通渋滞の緩和や、人々の快適な移動を実現していきます。そして商船の環境にやさしい船舶とマリ
ンエンジニアリングで環境を守りながら海上輸送を支えていきます。

さらに、製鉄機械、工作機械、機械システム、化学プラント、冷熱、エンジンのそれぞれの事業を通
じた生産技術の向上や社会インフラの充足への貢献とともに、快適で持続可能な社会の実現に向
け、私たちは取り組みを続けていきます。
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続いて、航空・防衛・宇宙ドメインについて、説明します。

34



2017年度の航空・防衛・宇宙ドメインの売上高のうち、防衛・宇宙事業が約2/3、民間航空機事業が
約1/3を占めています。

防衛事業では、防衛省向けに戦闘機、飛昇体（ミサイル）、戦車、潜水艦などの防衛装備品を納め
ています。

宇宙事業では、国際宇宙ステーションへ物資を運ぶ宇宙ステーション補給機（HTV）の製造を担って
いる他、H-IIA、H-IIBロケットによる打上げ輸送サービスも手掛けています。

民間航空機事業では、、ボーイング787の主翼、ボーイング777の後部胴体などを生産しているほか、
70～90人乗りの小型旅客機MRJの開発も進めています。

また、MRJは、まだ売上計上していませんが、民間航空機に含まれます。

これらの製品を通じて、これからも人々の暮らしの安心と安全を守る活動を支えていきます。
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2018事業計画の経営数値目標はご覧のとおりです。

2018事業計画の最終年度となる2020年度は、売上高7,200億円を目指します。
現在、ピークを迎えているMRJの研究開発費が減少に転じることによって、損失の改善が見込まれ
ており、事業利益、事業利益率ともにブレイクイーブンを目指します。
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MHI FUTURE STREAMにおいて、航空・防衛・宇宙ドメインが描く将来像の中には、より高度な安全
保障システムや宇宙開発などが含まれています。

グローバル化の進展にともなって進行する社会の複雑化など、近未来の社会が直面する複雑・困
難な課題に向き合うことで、より安全で安心な暮らしの実現に貢献していきたいと考えています。
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低燃費、低騒音、高い客室快適性を誇る新型機を、今後20年間で3,500機程度の需要が見込まれ
る有望な市場に投入することで、MRJ事業を当社の将来の大きな柱にしたいと考えています。
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これまでの累計飛行時間は、すでに2,000時間を超えており、2018年7月に、英国で開催されたファ
ンボローエアショーで実施したデモフライトは「MRJの低騒音、高性能を実感できる素晴らしい飛行
だった」との評価を受けました。

2018年12月には国土交通省交通局から「飛行試験開始確認書」を受領し、現在、関係認証機関に
よる安全性証明試験を進めているほか、2020年半ば、全日本空輸（株）への初号機納入を目指し、
量産に向けた準備も着々と進んでいます。
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防衛分野では、戦闘機や潜水艦といった既存の製品に加え、弾道ミサイル防衛の一翼を担う能力
向上型（MSE)PAC-3ミサイルの製造にも、新たに取り組んでいます。

また、装備のメンテナンス作業など、防衛省や在日駐留米軍の支援事業についても、取り組みを進
めていきます。
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宇宙分野では、国際宇宙ステーションへ物資を運ぶ宇宙ステーション補給機（HTV）の製造を担って
いるほか、 H-IIA、H-IIBロケット打上げ輸送サービスにて、人工衛星や宇宙ステーション補給機
（HTV）の打上げを行っています。

2005年以降、連続して打上げに成功しており、世界最高水準の成功率を誇ります。
また現在、 JAXAとともに次世代ロケットH3の開発を進めており、 2020年度に初号機を打上げる予
定です。
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次に、三菱重工の株主還元について、説明します。
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2010年度以降、増配を重ねた結果、2017年度の年間配当額は120円となりました。2018年度は年
間130円の配当、2020年度は年間180円の配当を計画しています。

なお、株主のみなさまへの還元方針については、安定的に配当することを念頭に置きつつ、配当性
向は30％を基本としながら、業績に応じて±5％の変動を目安にしています。
その他、株主向けのサービスとして、年2回の工場見学会に加え、横浜にあります当社展示施設
「三菱みなとみらい技術館」などの招待券を贈呈しています。
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最後に参考資料です。
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45

これまでの説明でも触れましたが、ESGやSDG’ｓといった社会的共通価値を重視した取り組みを当
社は続けてきた結果、世界の代表的なESG投資指標である 「Dow Jones Sustainability Index
（DJSI）」のAsia Pacific構成銘柄になっているほか、「FTSE Blossom Japan Index」や「MSCI日本株
女性活躍指数（WIN）」にも選定されています。

さらには、当社の統合報告書「MHIレポート」が2014年度の日経アニュアルリポートアウォード最優
秀賞を受賞したほか、格付機関からも高い評価をいただいています。



名古屋市郊外に、現在開発が進むMRJの模型や実際の生産ラインを見学できる施設「MRJミュージ
アム」があります。

開発のために製作した実物大模型の座席にお座りいただけるほか、工場に並ぶ生産中の機体をご
覧いただけますので、是非お越しください。
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また、横浜みなとみらい地区には、体験型展示を通じて科学技術を学ぶことができる施設「三菱み
なとみらい技術館」があります。

実際に触れることで技術の仕組みが分かる展示のほか、 MRJのシミュレーターを使って模擬操縦
体験ができますので、こちらにも是非お越しください。

47



2008年4月以降の当社株価の動きは、ご覧のとおりです。
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以上で説明を終わります。
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